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「平成１９年度我が国のＩＴ利活用に関する調査研究」

（電子商取引に関する市場調査）の結果公表について（補足説明）

１．調査・分析方法について

（１）調査方法について

①電子商取引（ＥＣ）の定義

本調査では、広義及び狭義の電子商取引（ＥＣ）を以下のように定

義しています。



②調査手法

本調査では、企業及び消費者における電子商取引の実態を把握する

ために、以下のような手法で調査を実施しています。

図表１ 調査概要

Ａ）事業者インタビュー

実査方法 訪問調査

実施件数

日本：ＢｔｏＣ／インターネットビジネス事業者 ４７件

日本：ＢｔｏＢ事業者 ５件

中国：ＢｔｏＣ事業者 ６件

韓国：ＢｔｏＣ事業者 ５件

台湾：ＢｔｏＣ事業者 ５件

マレーシア：ＢｔｏＣ事業者 ４件

Ｂ）消費者アンケート

実査方法 ＷＥＢ調査

回収数 １，１３６票

Ｃ）文献調査

③調査対象

本調査では、日米共にＩＳＩＣ（国際標準産業分類）に準拠した業

種分類とし、ＢｔｏＢ ＥＣ市場においては、「建設・不動産業」、「食

品製造業」、「繊維・日用品・化学製造業」、「鉄・非鉄金属製造業」、「産

業関連機器・精密機器製造業」、「電気・情報関連機器製造業」、「輸送

用機械製造業」、「情報通信業」、「運輸業」、「卸売業」、「金融業」、「広

告・物品賃貸業」、「小売業（総合小売業、衣料・アクセサリー小売業、

食料品小売業、自動車・パーツ・家具・家庭用品・電気製品小売業、

医薬化粧品小売業、スポーツ・本・音楽・玩具小売業）」、「その他サー

ビス業（旅行・宿泊・飲食業、娯楽業）」の全１４業種を市場規模の推

計対象業種としています。

同様に、ＢｔｏＣ ＥＣ市場においては、「総合小売業」、「衣料・ア

クセサリー小売業」、「食料品小売業」、「自動車・パーツ・家具・家庭

用品・電気製品小売業」、「医薬化粧品小売業」、「スポーツ・本・音楽・

玩具小売業」、「サービス業（旅行・宿泊・飲食業）」、「サービス業（娯

楽業）」、「建設業」、「製造業」、「情報通信業」、「運輸業」、「金融業」、「そ

の他（卸売業、その他サービス業）」の全１４業種を市場規模の推計対

象業種としています。



産業 業種 業種構成 国際標準 日本標準 北米標準

産業分類コード 産業分類コード 産業分類コード

（ISIC） （JSIC） （NAICS）

建設・不動産 建設・不動産業 総合工事業 45、70 06～08、68、69 23、531

職別工事業

設備工事業

不動産取引業

不動産賃貸業・管理業

製造 食品製造業 食料品製造業 15、16 09、10 311、312

飲料・たばこ・飼料製造業

繊維・日用品・ 繊維工業 17～25 11～21 313～326、337

化学製造業 衣服・その他の繊維製品製造業

木材・木製品製造業

家具・装備品製造業

パルプ・紙・紙加工品製造業

印刷・同関連業

石油製品・石炭製品製造業

化学工業

プラスチック製品製造業

ゴム製品製造業

なめし革・同製品・毛皮製造業

鉄・非鉄金属製造業 非鉄金属製造業 26～28 22～25 327、331、332

窯業・土石製品製造業

鉄鋼業

金属製品製造業

産業関連機器・ 一般機械器具製造業 29、33 26、31 333

精密機器製造業 精密機械器具製造業

電気・情報関連機器 電気機械器具製造業 30～32 27～29 334、335

製造業 情報通信機械器具製造業

電子部品・デバイス製造業

輸送用機械製造業 輸送用機械器具製造業 34、35 30 336

情報通信 情報通信業 情報サービス 64、72 37～41 51

映像・音声・文字情報制作業

インターネット付随サービス

通信（信書送達業を除く）

放送

運輸 運輸業 鉄道 60～63 42～48 48、49

航空運輸

道路旅客運送

水運

運輸に付帯するサービス

倉庫

道路貨物運送

卸売 卸売業 各種商品卸売業 G 49～54 42

建築材料、鉱物・金属材料等卸売業

機械器具卸売業

繊維・衣服等卸売業

飲食料品卸売業

その他の卸売業

小売 総合小売業 総合小売 52 55 452

衣料・アクセサリー小売業 衣料・アクセサリー 52 56 448

食料品小売業 食料品 52 57 445

自動車・パーツ・家具・ 自動車・自転車 50、52 58、591、592、599 441～443

家庭用品・電気製品 部品・用品

小売業 家具（家具・建具・畳小売）

家庭用品（その他のじゅう器小売）

機械器具

医薬化粧品小売業 医薬化粧品 52 601 446

スポーツ・本・音楽・玩具 本（書籍・文房具小売業） 52 604、605 451

小売業 スポーツ用品・玩具・娯楽用品・楽器

金融 金融業 証券業、商品先物取引業 J 61～67 52

銀行業

協同組織金融業

郵便貯金取扱機関、政府関係金融機関

貸金業、投資業等非預金信用機関

補助的金融業、金融附帯業

保険業（保険媒介代理業、保険サービス業を含む）

サービス 広告・物品賃貸業 広告業 71、743 88、89 532、5418

物品賃貸業

旅行・宿泊・飲食業 旅行業 55、63 70～72、831 721、722、5615

宿泊業

一般飲食店

遊興飲食店

娯楽業 娯楽（エンタテインメント） 92 84 71

図表２ 調査対象業種一覧



産業 業種 算入金額

建設・不動産 建設・不動産業 受注金額、手数料収入

製造 食品製造業 出荷金額

繊維・日用品・化学製造業 出荷金額

鉄・非鉄金属製造業 出荷金額

産業関連機器・精密機器製造業 出荷金額

電気・情報関連機器製造業 出荷金額

輸送用機械製造業 出荷金額

情報通信 情報通信業 事業収入

運輸 運輸業 事業収入

卸売 卸売業 販売金額

小売 総合小売業 販売金額

衣料・アクセサリー小売業 販売金額

食料品小売業 販売金額

自動車・パーツ・家具・家庭用品・電気製品小売業 販売金額

医薬化粧品小売業 販売金額

スポーツ・本・音楽・玩具小売業 販売金額

金融 金融業 手数料収入、保険料収入

サービス 広告・物品賃貸業 売上高

旅行・宿泊・飲食業 取扱高、販売金額

娯楽業 取扱高、販売金額

（２）分析方法について

本調査では、原則、対象とする全業種において企業の電子商取引金額を

販売額から捕捉し、その金額の総額から電子商取引市場規模を算出してい

ます。

図表３ ＥＣ市場規模 金額参入範囲

２．ＥＣの市場動向について

（１）ＢｔｏＢ ＥＣ（企業間電子商取引）市場

日本における２００７年の広義ＢｔｏＢ ＥＣ市場規模は、対前年比９．

５％増の２５３兆３，９７０億円となりました。「その他」を除いた広義Ｅ

Ｃ化率は、前年より１．０ポイント上昇し、２０．８％となりました。ま

た、２００７年の狭義ＢｔｏＢ ＥＣ市場規模は、対前年比９．３％増の

１６１兆６，５１０億円となりました。「その他」を除いた狭義ＥＣ化率は、

前年より０．７ポイント上昇し、１３．３％となっています。

ＢｔｏＢ ＥＣ市場規模は、各業界における全体の販売動向に左右される

面も大きいですが、中でも最近の動きとしては、主として食品、日用品な

どのメーカーと、卸、小売の間を結ぶ流通ＢＭＳ（Ｂｕｓｉｎｅｓｓ Ｍ

ｅｓｓａｇｅ Ｓｔａｎｄａｒｄ：メッセージ標準）展開の動きがあげら

れます。

また、ＥＤＩの裾野は、大企業から中小企業にも確実に広がっており、あ

る大手総合スーパーでは、鮮魚などの生鮮食品に関しても、かつてのＦＡ

Ｘ取引をＷｅｂ経由の取引に変更したため、伝票のパンチコストなどが著

しく低減されたと言います。

電気・情報関連機器においても、取引のハブとなるプラットフォーム事業

者の参加企業数は着実に増加しており、ある事業者では年間数千社に及ぶ



EC市場規模 EC化率 EC市場規模 EC化率 EC化率 EC市場規模 EC化率 EC市場規模 EC化率 EC化率

（億円） （億円） （億円） 対前年度比 （億円） （億円） （億円） 対前年度比

建設 建設・不動産 49,530 3.3% 50,530 3.4% 53,740 106.4% 3.9% 36,950 2.4% 37,680 2.5% 39,810 105.7% 2.9%

食品 160,870 35.9% 162,230 37.1% 171,280 105.6% 38.2% 20,050 4.5% 20,840 4.8% 24,330 116.7% 5.4%

繊維・日用品・化学 271,880 28.6% 281,980 28.6% 298,950 106.0% 29.5% 163,140 17.2% 171,630 17.4% 181,710 105.9% 17.9%

鉄・非鉄金属 137,090 23.3% 144,950 22.8% 162,380 112.0% 23.5% 94,090 16.0% 101,740 16.0% 113,380 111.4% 16.4%

産業関連機器・精密機器 94,410 20.5% 102,280 19.9% 108,370 106.0% 20.5% 61,740 13.4% 69,090 13.5% 72,890 105.5% 13.8%

電気・情報関連機器 313,550 39.6% 318,730 37.5% 344,770 108.2% 38.7% 219,910 27.8% 224,840 26.5% 241,910 107.6% 27.2%

輸送用機械 286,030 46.4% 310,650 45.1% 357,750 115.2% 46.5% 217,430 35.2% 242,030 35.2% 276,590 114.3% 36.0%

情報通信 情報通信 63,120 12.2% 63,200 10.2% 65,670 103.9% 10.4% 53,640 10.4% 53,700 8.7% 55,270 102.9% 8.8%

運輸 運輸 48,790 8.7% 52,820 8.8% 54,820 103.8% 9.0% 42,360 7.6% 45,620 7.6% 46,880 102.8% 7.7%

卸売 卸売 710,440 20.1% 714,830 18.1% 800,760 112.0% 18.7% 417,660 11.8% 422,050 10.7% 472,550 112.0% 11.0%

金融 金融 87,750 12.9% 89,790 13.8% 92,820 103.4% 14.2% 65,940 9.7% 67,990 10.4% 69,790 102.6% 10.7%

サービス 広告・物品賃貸 2,150 1.1% 11,280 4.9% 11,020 97.7% 5.1% 1,740 0.9% 10,840 4.7% 10,470 96.6% 4.8%

小売 9,120 N/A 9,410 N/A 9,680 102.9% N/A 9,120 N/A 9,160 N/A 9,310 101.6% N/A

その他サービス 680 N/A 1,840 N/A 1,960 106.5% N/A 680 N/A 1,540 N/A 1,620 105.2% N/A

合計 2,235,390 N/A 2,314,520 N/A 2,533,970 109.5% N/A 1,404,440 N/A 1,478,750 N/A 1,616,510 109.3% N/A

合計（その他を除く） 2,225,590 20.6% 2,303,270 19.8% 2,522,330 109.5% 20.8% 1,394,640 12.9% 1,468,050 12.6% 1,605,580 109.4% 13.3%

EC市場規模 EC市場規模

製造

その他

業種

狭義

2005年 2006年 2007年 2005年 2006年 2007年

広義

EC市場規模 EC化率 EC市場規模 EC化率 EC化率 EC市場規模 EC化率 EC市場規模 EC化率 EC化率

（億円） （億円） （億円） 対前年度比 （億円） （億円） （億円） 対前年度比

建設 建設・不動産 103,390 6.2% 118,320 7.1% 118,090 99.8% 7.2% 35,150 2.1% 36,860 2.2% 37,460 101.6% 2.3%

食品 143,360 18.3% 146,480 18.2% 152,860 104.4% 18.4% 53,660 6.8% 55,560 6.9% 59,210 106.6% 7.1%

繊維・日用品・化学 323,350 15.4% 332,540 15.5% 355,440 106.9% 16.0% 166,960 8.0% 169,640 7.9% 186,350 109.9% 8.4%

鉄・非鉄金属 97,440 13.7% 100,750 14.1% 105,300 104.5% 14.4% 53,810 7.6% 54,970 7.7% 58,580 106.6% 8.0%

産業関連機器・精密機器 63,950 16.6% 65,480 17.0% 71,040 108.5% 18.2% 52,450 13.7% 54,740 14.2% 60,130 109.8% 15.4%

電気・情報関連機器 128,220 18.8% 130,100 20.3% 138,310 106.3% 23.0% 101,790 15.0% 109,260 17.1% 118,750 108.7% 19.7%

輸送用機械 304,700 36.0% 317,660 37.3% 325,920 102.6% 38.0% 111,150 13.1% 115,940 13.6% 122,740 105.9% 14.3%

情報通信 情報通信 121,990 1.6% 123,860 1.6% 126,900 102.5% 1.6% 47,200 0.8% 47,280 0.6% 47,980 101.5% 0.6%

運輸 運輸 17,820 3.5% 18,850 3.6% 19,600 104.0% 3.6% 8,020 1.6% 8,300 1.6% 8,690 104.7% 1.6%

卸売 卸売 534,190 12.4% 550,630 12.3% 596,330 108.3% 12.7% 248,020 5.8% 261,130 5.8% 292,530 112.0% 6.2%

金融 金融 19,780 2.8% 20,770 2.9% 22,210 106.9% 3.1% 10,480 1.5% 11,000 1.5% 12,280 111.6% 1.7%

サービス 広告・物品賃貸 11,090 5.2% 11,460 5.3% 13,420 117.1% 6.1% 5,810 2.7% 5,980 2.7% 7,570 126.6% 3.4%

小売 18,100 N/A 18,710 N/A 19,950 106.6% N/A 18,100 N/A 18,510 N/A 19,740 106.6% N/A

その他サービス 4,220 N/A 4,370 N/A 4,530 103.7% N/A 4,220 N/A 4,370 N/A 4,530 103.7% N/A

合計 1,891,590 N/A 1,959,980 N/A 2,069,900 105.6% N/A 916,900 N/A 953,540 N/A 1,036,540 108.7% N/A

合計（その他を除く） 1,869,270 11.9% 1,936,900 9.3% 2,045,420 105.6% 9.5% 894,580 5.7% 930,660 4.4% 1,012,280 108.8% 4.7%

その他

2005年 2006年 2007年

EC市場規模

2005年 2006年 2007年

EC市場規模

狭義

業種

広義

製造

新規会員数の増加が見られています。このようなプラットフォーム事業者

が提供するサービスを新たに利用する取引企業は、多くがインターネット

を利用したＷｅｂ－ＥＤＩを導入するため、本調査における、狭義ＥＣ市

場規模の伸びに大きく寄与していると言えます。

また、近年、企業間の取引において授受が必要な情報は増加しつつありま

す。安全・安心のための食品における産地の情報や、環境に関する各種規

制に必要な情報などが、主たるものです。

ＢｔｏＢ ＥＣは、次第に単なる受発注手段の枠を超え、確実に企業間コ

ラボレーションのプラットフォームとしての役割に移行することが求めら

れており、また、現在移行しつつあると言えます。

図表４ 日本における業種別２００７年ＢｔｏＢ ＥＣ市場規模の推移

図表５ 米国における業種別２００７年ＢｔｏＢ ＥＣ市場規模の推移



EC市場規模 EC化率 EC市場規模 EC化率 EC市場規模 EC化率

（億円） （億円） （億円） 対前年比

総合小売 8,320 1.89% 9,860 2.23% 12,190 123.6% 2.78%

衣料・アクセサリー小売 320 0.25% 440 0.34% 570 129.5% 0.45%

食料品小売 1,470 0.25% 2,040 0.34% 2,510 123.0% 0.42%

自動車・パーツ小売 220 0.12%

家具・家庭用品小売 630 1.49%

電気製品小売 3,800 3.91%

医薬化粧品小売 830 0.93% 1,110 1.25% 1,410 127.0% 1.47%

スポーツ・本・音楽・玩具小売 1,510 0.82% 1,950 1.06% 2,220 113.8% 1.22%

宿泊・旅行 3,590 3.12%

飲食 210 0.18%

娯楽 680 0.45% 870 0.57% 990 113.8% 0.63%

N/A N/A N/A N/A N/A N/A N/A

1,200 N/A 1,350 N/A 1,510 111.9% N/A

8,580 N/A 11,900 N/A 14,880 125.0% N/A

1,900 N/A 2,110 N/A 2,370 112.3% N/A
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N/A

合計

合計（小売・サービス）
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（２）ＢｔｏＣ ＥＣ（消費者向け電子商取引）市場

日本における２００７年のＢｔｏＣ ＥＣ市場規模は、対前年比２１．

７％増の５兆３，４４０億円に達しており、成長率は鈍化傾向にあるもの

の、市場規模は堅調に拡大していると言えます。同様に、ＥＣ化率は、対

前年比０．２７ポイント増の１．５２％に達しており、商取引の電子化も

伸展していると言えます。

図表６ 日本における業種別２００７年ＢｔｏＣ ＥＣ市場規模の推移

※ 「建設業」、「製造業」、「情報通信業」、「運輸業」、「金融業」、「その他（卸売業、その他サービス

業）」について、ＢｔｏＣ ＥＣ向けの商取引市場規模の算出が困難である（ＢｔｏＢ ＥＣ向

けの商取引とＢｔｏＣ ＥＣ向けの商取引とを明確に区分けすることが難しい）ため、本調査で

は、“（小売業・サービス業のＥＣ市場規模）÷（小売業・サービス業の商取引市場規模）”によ

って２００５年、２００６年におけるＥＣ化率を算出し直しています。



EC市場規模 EC化率 EC市場規模 EC化率 EC市場規模 EC化率

（億円） （億円） （億円） 対前年比

総合小売 61,430 7.7% 74,260 9.0% 86,340 116.3% 9.9%

衣料・アクセサリー小売 5,190 2.1% 6,680 2.6% 8,160 122.2% 3.1%

食料品小売 6,240 1.0% 7,380 1.1% 8,510 115.3% 1.2%

自動車・パーツ小売 12,670 1.2%

家具・家庭用品小売 590 0.4%

電気製品小売 2,860 2.3%

医薬化粧品小売 1,140 0.5% 1,350 0.5% 1,650 122.2% 0.6%

スポーツ・本・音楽・玩具小売 3,660 3.7% 4,680 4.6% 5,480 117.1% 5.2%

宿泊・旅行 5,350 2.4%

飲食 1,610 0.3%

娯楽 1,480 0.7% 1,940 0.9% 2,450 126.3% 1.1%

4,260 N/A 5,200 N/A 5,940 114.2% N/A

17,210 N/A 20,480 N/A 21,690 105.9% N/A

11,480 N/A 13,390 N/A 15,660 117.0% N/A

5,190 N/A 6,250 N/A 7,610 121.8% N/A

4,660 N/A 6,650 N/A 7,910 118.9% N/A

13,990 N/A N/A N/A

310 N/A N/A N/A

159,320 N/A 192,700 N/A 226,540 117.6% N/A

102,220 2.4% 123,050 2.8% 145,070 117.9% 3.1%

業種

2005年 2006年 2007年

小
売
業

サ
ー

ビ
ス
業

18,480

8,280 9,540 115.2% 1.2%

1.3% 22,940 124.1% 1.6%

金融業

卸売業

その他サービス業

1.1%

17,680

建設業

製造業

情報通信業

運輸業

合計

合計（小売・サービス）

22,660 128.2%

図表７ 米国における業種別２００７年ＢｔｏＣ ＥＣ市場規模の推移

また、本調査で実施したアンケート調査によると、インターネットの利用

者のうち、過去１年間（２００７年１月～２００７年１２月）にインター

ネットショッピングで何らかの商品・サービスを購入したことがある割合

は８６．９％に達しています。同様に、インターネット利用者における、

インターネットショッピングでの支出の増減状況（１年前との比較）とし

ては、４６．７％の人が「増加した」と回答しています。

このように、インターネットショッピングは我が国の消費活動において、

購買手段の一つとして定着しており、こうしたＥＣ利用人口の増加・利用

程度の拡大が、ＢｔｏＣ ＥＣ市場規模の堅調な拡大を支えている一つの

要因であると考えられます。
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図表８ ２００７年におけるインターネットショッピング利用経験率

図表９ ２００７年におけるインターネットショッピング利用増減率
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３．インターネット関連ビジネス市場動向について

（１）調査範囲について

我が国における、インターネットビジネスは、ここ数年、飛躍的な数

で増加しているブログ（日記風サイト）や、ＳＮＳ（Ｓｏｃｉａｌ Ｎ

ｅｔｗｏｒｋｉｎｇ Ｓｅｒｖｉｃｅ：社会的ネットワークをインター

ネット上で構築するサービスの総称）に代表される、ＣＧＭ（Ｃｏｎｓ

ｕｍｅｒ Ｇｅｎｅｒａｔｅｄ Ｍｅｄｉａ：消費者（生活者）が、イ

ンターネットなどを活用してコンテンツの内容を生成していくメディア

の総称）すなわち、消費者を起点としたインターネットビジネスが、広

く消費者からの支持を得ています。

こうした状況を背景として、本調査の調査対象範囲としては、消費者

起点の観点から、消費者のインターネット上における行動プロセスを基

にビジネス市場規模ならびに動向把握を実施しています。

図表１０ 消費者を起点としたインターネットビジネス全体像

具体的には、「消費者の検索行動支援ビジネス」、「消費者のコミュニケ

ーション行動支援ビジネス」、「消費者の販売／販売促進行動支援ビジネ

ス」、「ＢｔｏＣ 事業者支援ビジネス」毎の市場規模を推計しています。

（２）調査対象について

本調査におけるインターネット関連ビジネス調査対象としては、「消費

者の検索行動支援ビジネス」として、主に、検索ポータルが提供する検

索サービスを対象としています。

同様に、「消費者のコミュニケーション行動支援ビジネス」においては、

ブログ、ＳＮＳ、Ｑ＆Ａサイト（インターネット上で誰かが書いた質問



検索・ポータル

ブログ

SNS

その他CGM

サイト構築支援（EC）

サイト構築支援（CGM）

サイト運営支援

アフィリエイト

ドロップシッピング
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� 検索サイト、ポータルサイト（プロバイダのポータルサイトを含む）における広告収入、及びサー
ビス会費収入※1の合計

� ブログにおける広告収入、及びサービス会費収入※1の合計

� SNSにおける広告収入、及びサービス会費収入※1の合計

� SNS、ブログを除くCGMサイト（動画・音楽共有サイト、商品・サービス比較サイト、Q&Aサイ
ト）における広告収入、及びサービス会費収入※1の合計

� ECサイト構築に係るサービスのうち、課金プラットフォームの販売収入（パッケージ、ASPを
含む）の合計

� CGMサイト構築に係るサービスのうち、ブログ・SNS構築システムの販売収入（パッケージ、
ASPを含む）の合計

� Webサイト運営に係るサービスのうち、SEO、広告効果測定システムの販売収入の合計

� アフィリエイト・プログラムを介して販売された商品・サービスの流通額※2の合計

� ドロップシッピングを介して販売された商品・サービスの流通額※2の合計

� CtoC EC（インターネットオークション）によって販売された商品・サービスの流通額※2の合計

市場セグメント 市場の定義

消費者の検索
行動支援ビジネス

消費者の

コミュニケーション
行動支援ビジネス

消費者の
販売/販売支援
行動支援ビジネス

BtoC事業者
支援ビジネス

に、答えを知っている他のインターネットユーザーが答え、ユーザー間

で疑問を解決させる趣旨のサービス）、価格比較（該当商品・サービスの

販売価格を比較するのみならず、商品・サービスの使い勝手や、ショッ

プの評価などを実際に商品・サービスを購入したインターネットユーザ

ーが書き込み、閲覧を行えるサービス）、動画共有サイト（消費者が動画

を投稿し、投稿動画をインターネットユーザー間で視聴を共有するサー

ビス。投稿された動画に対するコメント機能を有する）などのサービス

を対象としています。

「消費者の販売／販売促進行動支援ビジネス」に関しては、消費者が

一方的に消費する側ではなく、自ら積極的に、商品・サービスを紹介し、

販売に関与する動きが加速されている現状を鑑みて、アフィリエイト・

プログラム、ドロップシッピング、ネットオークション（ＣｔｏＣ Ｅ

Ｃ）を対象としています。

「ＢｔｏＣ 事業者支援ビジネス」に関しては、消費者のインターネ

ット上における行動は、消費者向けサービスを提供している各種ウェブ

サイト上にて行われる事を前提とし、こうした消費者向けサービスを提

供している事業者が円滑にサービスを提供することをサポートする事業

者の活動の一部を調査対象としています。

図表１１ インターネットビジネス市場規模算入範囲と対象となる金額

※１ 本調査の市場セグメントとして取り上げた以外のサイト（ニュースサイトなどの各種コンテン

ツサイト、消費者ホームページ、企業ホームページなど）やメールマガジンにおける広告収入

及びサービス会費収入は、本調査の市場セグメントには含まれていません。

※２ アフィリエイト・サービス・プロバイダー、ドロップシッピング・サービス・プロバイダー、

ＣｔｏＣ ＥＣ事業者による手数料収入（事業者の売上高）ではなく、商品・サービスの流通

額（販売金額の合計）として市場を定義しています。（アフィリエイト・プログラム、ドロッ

プシッピング経由の流通額は、ＢｔｏＣ ＥＣの内数となります）
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市場規模

（億円）
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ブログ 230

SNS 210

その他CGM 40
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ドロップシッピング 20
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（３）市場規模について

インターネット関連ビジネスの２００７年の市場規模は、１兆９，７

２０億円であり、市場セグメントとしては、消費者の「販売／販売促進」

活動における市場規模金額が、１兆４，７００億円と、全体の約７５％

を占めています。

なお、消費者の「販売／販売促進」活動のうち、アフィリエイト・プ

ログラム、ドロップシッピング経由のＥＣ販売額は、５，５３０億円で

あり、２００７年ＢｔｏＣ ＥＣ市場規模５兆３，４４０億円の約１０％

が、消費者を経由した購買額と捉えることができ、消費者が購買にもた

らす影響力は非常に高くなっているのが現状であると言えます。

図表１２ インターネットビジネス市場規模

（４）インターネットビジネスの動向について

①消費者の「検索」行動支援ビジネスの動向

現在、検索サービスは、インターネット上での行動の入り口となっ

ており、インターネットを利用する人の殆どが、検索サービスを日常

的に利用しています。本調査における、消費者アンケート調査におい

ても、日常的に利用するインターネットサイトとして、ほぼ１００％

に近い割合で、検索ポータルサイトを利用しています（図表１３参照）。

殆どのインターネットユーザーが、検索サイトを利用する現状にお

いて、検索サイトの広告媒体価値は、ここ数年、非常に高まっており、

検索連動広告を中心とした検索関連ビジネスも活況を呈しています。

また、検索技術そのものは、殆どが、海外の技術の主導によるもの

でありますが、ここ数年、技術系ベンチャー企業による、我が国独自



の検索技術の開発が進められ始めています。こうした取組に対し、我

が国のインターネット産業振興の視点から、技術主導による新たなサ

ービスが登場する環境つくりの整備が待たれる分野であると言えます。

②消費者の「コミュニケーション」行動支援ビジネスの動向

ブログやＳＮＳに代表される、ＣＧＭ系サイトは、インターネット

利用者の約半数近くから、日常的に利用されており、利用者自身が情

報を発信するメディアとしての急速な成長を遂げています（図表１３、

図表１４参照）。こうした、ＣＧＭ系サイトは、パソコン上のサービス

として開始されましたが、その密着性の高さから、携帯電話をデバイ

スとした、モバイル・インターネットとも親和性が高く、１０代を含

む広い年齢層から活用されています。また、サービス内容も、プロフ

ィールサイトや、動画共有サイトや、３Ｄ仮想空間によるコミュニケ

ーションサイトなど、利用者のニーズに応じた、様々なサービスが、

現在提供されています。

ＣＧＭ系サイトは、消費者（生活者）にとって、なくてはならない

存在となっていますが、いわゆる、「出会い系サイト」や、「裏サイト」

に代表される、犯罪の温床となりうるサイトが存在するのも事実です。

また、匿名であるが故に、第三者に対し誹謗中傷や、攻撃を行う行

動を容易に取ることも可能であり、「ブログ炎上」などの事象にみられ

るように、自身が、匿名の第三者から誹謗中傷や、攻撃されるリスク

も包含されています。

さらに、自身が発信するコンテンツが、第三者の著作権を侵害して

いるケースもあり、その多くが、無自覚に情報発信を行っている点も、

現在、問題点として指摘されています。

インターネットは、自己の興味・関心を深化させるメディアとして

極めて有益な側面を持つ反面、犯罪や、コミュニケーション上のトラ

ブルなど、数多くのリスクを持つメディアである点に留意しつつ、利

用者の自己責任に基づく行動が要求されるメディアである点を認識す

る必要があると言えます。

今後は、携帯サイトにおける有害フィルタリングなどのコンテンツ

規制に代表される、有害な情報の排除に加え、特に青少年に対する、

インターネットリテラシー教育や、インターネットの利便性と同時に

危険性について教育する場の早急な整備が必要であると考えます。

また、ＣＧＭ系サービスは、一部の事業者を除いて、ほぼ、広告料

収入で成り立っているのが現状であり、利用者にとって、快適な利用

環境を今後も提供して行くために、広告料収入以外の、新たな、収益

源の確保が求められている分野であると言えます。



98.8%

95.6%

90.7%

90.5%

86.4%

79.5%

77.0%

73.8%

70.6%

68.0%

59.4%

55.7%

53.3%

43.0%

29.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

GoogleやYahoo!などの検索・ポータルサイト

電子メール（メールマガジンを除く）

ニュース・天気予報などの生活サイト

インターネットショッピング

メールマガジン

個人のホームページ・ブログ

価格比較サイト・口コミサイト

Wiki・書き込み百科事典サイト（ウィキペディアなど）

企業・政府などのホームページ・ブログ

動画共有・動画配信サイト

インターネットバンキング・トレーディング

インターネットオークション

電子掲示板・チャット

SNS（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）

電子ファイルの交換

（N=1136）

36.4%

11.5%

11.4%

12.9%

8.3%

12.2%

9.4%

7.1%

13.6%

21.2%

11.5%

24.9%

49.6%

64.2%

5.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ブログ・SNS・電子掲示板の閲覧

ブログ・SNS・電子掲示板への書き込み

自分でブログ・SNS・電子掲示板を開設・運営

ほとんど毎日利用 週に3～4回くらい利用 週に1～2回くらい利用 週に1回未満利用 利用していない

75.1%

50.4%

35.8%

利用して

いる計

（N=1136）

図表１３ インターネット上で提供されているサービス・機能の利用率

図表１４ ＣＧＭ系サイトの利用状況



34.6%

65.4%

アフィリエイト・プログラムに参加している アフィリエイト・プログラムに参加していない

ブログ・SNS・電子掲示板
開設・運営者
N=407

③消費者の「販売／販売促進」行動支援ビジネスの動向

現在、インターネット上では、ＣＧＭの興隆に伴い、消費者の定義

も変容しつつあります。言葉どおり、一方的に「消費する」側であっ

た消費者が、ブログや価格比較サイト、口コミサイトを通じ、自ら、

商品・サービスに対する情報を発信することで、購買行動に影響を与

える存在になりつつあります。

また、個人のブログページなどで、運営者の気に入っている商品・

サービスを、アフィリエイト・プログラムを通じ積極的に紹介し、Ｅ

Ｃサイトへと誘導する動きも活発化しています（図表１５参照）。

さらに、自らは商品在庫を持たず、予め提示されている卸値から売

価を決定し、販売ホームページの運営にのみ特化した販売支援サービ

スであるドロップシッピング・サービスも開始されています。

こうした、消費者が積極的に、ＢｔｏＣ ＥＣに関与して行くサー

ビスと併行して、消費者同士で、商品の出品、落札を行なうＣｔｏＣ

ＥＣ（ネットオークション）も、ここ数年、安定した支持を集めてい

ます。

結果、消費者の「販売／販売促進」活動による、ＢｔｏＣ ＥＣへ

の貢献額は、ＣｔｏＣ ＥＣを含め、約１兆５，０００億円にまで達

しており、消費者が、インターネット上で産み出す新たな価値創出と

言う意味において、日々、ＢｔｏＣ ＥＣへの影響度を増しているの

が実情です。

図表１５ アフィリエイト・プログラムへの参加状況

④ＢｔｏＣ 事業者支援ビジネスの動向

上記①～③のような、インターネット上における、消費者の行動を

起点した新たなビジネスの興隆に伴い、新たなリスクも日々発生して

いるのが実情です。たとえば、ＣＧＭ系サイトにおける、特定企業や、

サービスに対する言われ無き誹謗中傷の書き込みや風評被害、また、



公序良俗に反する発言や、犯罪の温床となりうる、違法サイトの存在

などが挙げられます。

こうしたＣＧＭ系サイトの書き込みに対し、２４時間、３６５日体

制で、モニタリングを行なう事で、「安全・安心」な、コミュニティ運

営をサポートする事業者が、ＣＧＭ運営事業者からの支持を集めてい

ます。

この様に、日々、目覚しいスピードで進化を続ける、インターネッ

トビジネスにおいて、インターネット利用者が、快適且つ安心して各

種サービスを利活用するための支援を行なう、新たなサービスも、日々、

進化を遂げているのが実情であると言えます。

４．アジアにおける電子商取引等ＩＴ利活用実態について

（１）調査方法

中国、韓国、台湾、マレーシアの４つの国などにおける電子商取引の伸展

状況、動向を把握するため、文献調査、及び各国を代表するＥＣ事業者、

あるいは特長的なサービスを提供している事業者に対する、訪問インタビ

ュー調査を実施しました。インタビュー調査実施にあたっては、各国の現

地調査機関を活用し、調査対象事業者数は、中国６事業者、韓国５事業者、

台湾５事業者、マレーシア４事業者の計２０事業者としました。

（２）中国におけるＢｔｏＣ ＥＣ（消費者向け電子商取引）の実態

中国のＢｔｏＣ ＥＣ市場規模は、２００６年時点で８２億人民元に達し

ており、拡大傾向にあります。

拡大の要因として現地ＥＣ事業者へのインタビュー調査であがったのは、

インターネットユーザー数の増加、オンラインショッピングに対する社会

的認知度・許容度の高まり、決済・物流インフラの改善、各種ＥＣモデル

（ＢｔｏＢ、ＢｔｏＣ、ＣｔｏＣなど）の融合による相乗効果でした。

上記拡大の要因のうち、中国に特徴的な要因として強調されていたのは、

各種ＥＣモデルの融合による相乗効果です。具体的には淘宝網（Ｔａｏｂ

ａｏ.ｃｏｍ）のような、本来ＣｔｏＣ事業を展開していた事業者がＢｔｏ

Ｃ事業に進出することで、ＣｔｏＣ利用者によるＢｔｏＣの併用が進んだ

ことや、ＢｔｏＢ事業者がＢｔｏＣ事業に進出し、企業に消費者への販路

を提供することで、ＢｔｏＣ市場が活性化したことをいいます。

更なるＥＣ市場拡大に向けた今後の主要な課題としては、物流インフラレ

ベルの向上、個人情報保護、商品品質基準の明確化、決済セキュリティの

向上などがあがりました。

商品品質基準の明確化は、現在、中国では、商品の品質、規格、性能など

に関する明確な基準が不十分なため、実物を見ないネット上での購買では、

消費者が商品を比較・検討する際、混乱するケースが散見されることに対



する課題意識です。これらは、ＥＣのみならず、通常の商取引においても

対策が必要な課題と言えましょう。

（３）韓国におけるＢｔｏＣ ＥＣ（消費者向け電子商取引）の実態

韓国のＢｔｏＣ ＥＣ市場規模は、２００７年時点で１０．２兆ウォンに

達しており、拡大傾向にあります。

拡大の要因として現地ＥＣ事業者へのインタビュー調査では、販売者と購

入者を結びつけるサービスのみを提供する、オープンマーケット（ｅ―マ

ーケットプレース）の急速な浸透、拡大などがあがりました。

更なるＥＣ市場拡大に向けた今後の主要な課題としては、オープンマーケ

ットにおける販売でトラブルが発生した場合の責任所在の明確化、返品制

度の悪用への対処などがあがりました。

（４）台湾におけるＢｔｏＣ ＥＣ（消費者向け電子商取引）の実態

台湾のＢｔｏＣ ＥＣ市場規模は、２００７年時点で、１，０８１億台湾

ドルに達しており、拡大傾向にあります。

拡大の要因として現地ＥＣ事業者へのインタビュー調査では、インターネ

ットの普及と、利用頻度の向上などがあがりました。

インターネット利用頻度の向上に関連する動向として、ブログ利用者の増

加があげられます。現在少なくとも５００万人程度の人々がブログを利用

しているといわれており、ＥＣ事業者はブログの購買誘引への影響力は、

広告より高いと考え、注目しています。

更なるＥＣ市場拡大に向けた今後の主要な課題としては、返品制度の見直

し、更なる物流サービスレベルの向上、個人情報保護などがあがりました。

返品制度の見直しとは、通信販売を規制する従来の法律の、ＥＣの実情を

踏まえた上での見直しを求めるものです。

また、事業推進上の課題として、ＥＣ事業者間の熾烈な価格競争があがり

ました。一部では、利益を度外視した競争も行われていると見られており、

価格の比較が容易なＥＣに特徴的な課題と言えるでしょう。

（５）マレーシアにおけるＢｔｏＣ ＥＣ（消費者向け電子商取引）の実態

マレーシアのＢｔｏＣ ＥＣ市場規模は、非常に小さく、未だ本格的な市

場を形成しているとは言い難いレベルにあります。

ある現地ＢｔｏＣ ＥＣ事業者の推定によれば、マレーシアにおけるオン

ラインショッピングの利用者数は全人口の１０％程度であり、限定的な層

の利用に留まっているとのことでした。

ＢｔｏＣ ＥＣの取り扱い品目も、交通機関（航空会社や鉄道会社など）

のチケット、旅行商品、低価格の日用品、携帯電話などのデジタル機器、

健康食品など、現時点では狭い範囲に限定されています。

本調査における現地ＥＣ事業者へのインタビュー調査では、マレーシアに



おけるインターネットインフラは、現在整備状況が十分ではなく、インタ

ーネット利用者自体が限定的であること、ネット上でのクレジットカード

決済に対する消費者の不安、ＢｔｏＣ ＥＣに対する消費者の信頼が不十

分な点などが、ＢｔｏＣ ＥＣ発展のために解決すべき課題としてあがり

ました。

以上


